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調査研究のテーマと考え方
知価社会の深化に伴い、従来型の画一的学習と併せ個人の性格、資質、趣向に
そった教育内容の模索を行わなければならない。

ICT技術の進歩により、子ども一人ひとりの資質や教育の進捗に合わせたカリキュ
ラムが生成可能となり、学校、教師が向かい合う学習環境も大きく変容しよう。

子どもを集団で管理し知識を教える教師から、子ども個人の目標の達成や、勉学
に対する動機付けや、進捗の確認、補助をする教師に変容することが必要となる。

これらの社会環境や技術の変遷と、教育環境および従来型教育システムでは外
れ値となる子どもをサーチし、追跡調査を行いながら状況の把握と個別の教育方
法の模索を行う。
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調査の狙い
■ 調査の大目標

ICT機器やネットワークを活用し、子ども一人ひとりの能力や特性、学習進捗に合わせた

幼少期・初等中等教育が可能になるような実態調査を行う

■ 「未来教室」EdTechでフォーカスすべき点

子どもの特性を把握するにあたり、すでに既存の学校教育からこぼれているギフテッド、

2Eなどの「外れ値を持つ子ども」をまず調査し、その特性把握のノウハウをすべての子どもに

すそ野を広げ、活用していく
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子どもの能力と個別教育を取り巻く議論
■ 我が国の既存の初等中等教育とのバッティング

落ちこぼれが出ないように、すべての子どもたちに等しく同じ教育機会・環境を提供

→ そもそも個人の能力や興味は多様であり、その多様性を活かせるICT教育を実現すべき

■ 教師、学校の役割の変遷

教師が子どもを管理し、生活から学業まで学校で一貫サービスを提供するのがバリューであった

→ 教師を志望する若者の減少とともに学校が優秀な人材の確保が困難となり、また、学校が

提供するバリューを成立させるためのBPRが不可欠となり、教育のICT化でかなりの部分が解決できる

■ エリート教育、優生学批判への対応

我が国にも「飛び級」や「特殊学級」など特定の子どもを特別扱いすることを忌避する風土がある

→ そもそも遺伝的に人間の能力には偏りがあり、外れ値が生まれるのは当然として、すべての子ども

の要望に対して公正に学習機会を提供することが責務となった
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ICT技術が教育の何を変えるか

■ 子どものアウトプット（能力の特性や進捗、成績など）のビッグデータ化

→ ビッグデータ解析かつ即時的動的な教育支援方法の選出

■ 子どもの「学び」の状況の追跡（コーホート）による、有効な学びの機械学習

→ 時系列と追跡により、子どもの特性と学び方に対して人工知能で有効性を検証できる

■ 子ども一人ひとりの学習支援が容易になることで、学校、教師の役割が変化

→ 管理する教育から、考えさせ、動機づける教育への変化
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ICT技術が担うEdTech教育による変化
ICTの応用によって、画一的で合理性のある効率的教育から、

千差万別の個性を持つ子どもたちの特性にあった教育支援が可能となる
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ICT時代の教育の在り方の変容(1)

■大部屋、担任制、クラスの子ども全員参加で同じ
授業の提供はICT時代に相応しいものか

明治時代から綿々と続いてきた「全員に同じことを同じように教育す
る」画一的な富国強兵策の教育からの脱却

「落ちこぼれを作らない」全員画一の教育で、特異な能力を持つ子ど
もが隊列を守るために足踏みをさせられる状況をどう解決するか
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ICT時代の教育の在り方の変容(2)
■ICT技術を活用して、

子どもの特性に合わせた教育プログラムの提供はできるか

その子の特性、学習の進捗に合わせた「学ぶ力」「問題を発掘する力」
「問題を解決する力」と「知識への意欲」を強化

学校の仕組み、教師の役割の変遷（不登校問題、専門性ない教師、ICT教育）

子どもの学習支援と、学びのビッグデータ化で、一人ひとりの特性に合わせた
ICT教育の実現が可能に
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ICT時代の教育の在り方の変容(3)

Ex)イスラエル、アメリカ、カナダなどで行われている「ギフテッド教育」の

進化版を、日本で全児童に対して展開できないか？

■学校教育では「浮いてしまう」高い能力（外れ値）を持つ子ども
を抽出し、保護・育成プログラムを策定できないか

我が国の全児童にPCやタブレットなどの機器を配布するならば、その機器を通じ
て「外れ値を持つ子ども」をサーチしたり修学状況をトレースする

都道府県、自治体、教育委員会や医療機関と連携し、この「外れ値を持つ子ども」
をサーチし、候補者の集積を行う
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海外ギフテッド教育の先進事例に学ぶ
■ 少子化とは言え、出生数は94万人(2018年)と、シンガポールやイスラエルのような

ギフテッド教育先進国に比べても格段に多い

また、人口の大小、先進国かどうか、移民が多いか少ないかに関わらず、遺伝的に

能力が外れ値となっている子供たちはほぼ同確率で存在する

■ しかしながら、他国に比べて我が国の公教育でギフテッド教育に出遅れた理由は、

外れ値の上も下もすべて「特殊学級」の対象となったり、話題のズレやギフテッド特有の

コミュニケーション能力の不備による「いじめ問題」に集約されてしまうことによる

■ 海外の事例では、いずれも外れ値を持つ子どもたちをギフテッド教育として既存の

公教育から外し、興味や能力を持つ学問領域に没頭できる教育プログラムを用意している
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「外れ値の子ども」発見と把握、育成へ

サーチ

•小児神経科、教育委員会など「外れ値の子ども」サーチ（ギフテッド、2Eなどが対象）

•サーチ手法についてプログラム化し、全国での調査が可能な体制を構築

能力把握

• IQ/心理テスト（FSIQ、WISC‐IVなど）の実施

•能力別分野別にスコアリングを行い、「外れ値の子ども」の家庭・学校環境を把握する

育成

•子ども、保護者に対するガイダンスを実施し、SNSなどでコミュニティを形成する

•週一日のスクーリングなどのギフテッド教育プログラムを実施する（案）
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外れ値の子どもたちへの教育プログラム

■ そもそも、人間の能力
の発現は千差万別である

能力の把握と分別

能力や資質、趣向にそった教育プログラム
の策定

海外事例を参考に、日本に合致したモデル
を策定し、実践する

■ サポートのためのアプ
ローチを構築する

レベルの高い外れ値の子どもと保護者同士
のコミュニティを組成する

環境の中心にある教師、保護者の相互連
絡体系を構築する

その分野に強い日本一流の人材にアプロー
チ可能とするパイプラインを策定する
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資料編
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外れ値を持つ子どもへの調査設計
(1)既存教育での外れ値を持つ子どもたちの年代別現数の調査

→ アンケート型広域調査の設計および母子に対するヒヤリングの実施

(2)上記母子の状況についての経年的フォローアップ

→ コーホート、追跡調査の設計と、学力進捗の確認

(3)外れ値を持つ子ども特有の生活のしづらさや、克服へのサポートのアプローチ手法の開発

(4)ギフテッドの子どもたちの能力開発の道筋作り

→ 興味や関心を持ち思い立ったときに当該分野の一流の人材と交流できる、知的関心が成果に
結びつけられる仕組みづくり
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外れ値の測定と選抜

ギフテッドの子どもは約6.5％、2Eの子ども（ギフテッド＋発達障害）は約0.3から0.45％であり、外れ値の
内容の吟味や、知価社会を担うにふさわしい子どもたちを追跡調査し、教育進捗を確認する

外れ値を持つ子どもとして認定されうる基準について
は、以下とする。

◆ 日本版WISC‐IV GAI（General Ability Index）の下位
構造として：

(1) VCI（言語理解）
(2) PRI（知覚推理）

いずれかの概ね130以上

(3)10歳以下

※家庭環境（両親の有無、経済状態
など）は問わない
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外れ値の子ども候補生のサーチについて

(1)子どもの精神に詳しいクリニックに来訪する親子でのスク
リーニング

(2)リサーチパネルでのアンケート調査（LINEリサーチなど）の
併用

(3)都道府県・自治体の教育委員会や医療機関と連携をし、
候補児童に関する情報収集する

外れ値の子ども候補生を短期100名、中期的には年間1,000
名の発掘を目指す
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海外のギフテッド教育事例

アメリカでは、ギフテッド教育を専門に扱う

財団が複数組成され、州単位でギフテッド、2Eの

対象児童に対する個別のプログラムが組まれる。

「飛び級」が行われる一方、選定プログラムが

恣意的で、15歳ほどで能力が伸び悩む「早熟」の

児童がギフテッド認定されて大学を退学になるなど

の事例はある。

我が国とは違い、寄付金文化により特殊な研究を

担える児童には民間からの寄付が殺到することもある。
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海外のギフテッド教育事例
イスラエル、シンガポールでのギフテッド教育は

小学校2年生（満8歳）時の成績優秀者上位2.5％程度を

選抜し、ギフテッド向けの特別教育プログラムを週一日

受講させる方式を採る。

いわゆる論理的思考力の高いスーパー遺伝子を持つ

子どもが選別される傾向が強く、VCI、PRIなど別の素地を

持つ子どもは個別の財団や、軍が管理する別途の教育・

保護プログラムに収容されるのが一般的である。
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FSIQとBig‐5（行動遺伝学）傾向
ギフテッド教育は、もともとがエリート教育としてフランスなどで盛んに研究

されてきたが、昨今のコーホート分析やICT技術の進展により、いわゆるフル

スケールIQ（FSIQ）が高いだけでは「単に早熟な子ども」がギフテッド判定されて

しまい、思春期までに伸び悩む傾向が高くなることが分かってきている。

これにより、各国のギフテッド教育は画一的な試験（主に8歳程度を対象

とする）ではなく、2E教育とBig‐5（OCEAN Model;行動遺伝学）へと軸足

を移しつつある。その背景には、ICT技術の進展により、子どもの学習特性

や性格的基調をより確実に分析できるようになったことが背景にある。

これにより、将来的な子どもの成績予想や関心分野、モチベーション管理

までがある程度の粒度で可能になりつつあり、サンプル分析が中心の教育

経済学を時代遅れの学問になってきている。
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